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• 大学・大学共同利用機関等 (機関の長: 248名、部門の長: 852名)
• 公的研究機関等 (機関の長: 52名、部門の長: 492名)






発送: 平成 16年 2月 9日 、締切日 平成 16年 2月 27日
• 民間企業




送付数 回収数 回収率 送付数 回収数 回収率 送付数 回収数 回収率
大学＋公的研究機関等 1,644 630 38.3% 300 130 43.3% 1,344 500 37.2%
大学 1,100 441 40.1% 248 110 44.4% 852 331 38.8%
公的研究機関等 544 189 34.7% 52 20 38.5% 492 169 34.3%








第 1期科学技術基本計画 (1996.07.02)及び第 2期科学技術基本計画 (2001.03.30)の全文
を精査し、人材育成に関係する記述を抽出した。
第 1期科学技術基本計画の全体構成を表 3–1および表 3–2に示す。表中の濃い色の部分
は人材養成関連の記述を含む箇所である。
(1) 第 1期科学技術基本計画の全体構成と人材育成関連施策
表 3–1: 第 1期科学技術基本計画の全体構成における人材育成関連記述箇所
1 研究開発の 1 研究開発推進の基本的方向
推進に関する 2 新たな研究開発 1 創造的な研究開発活動の展開のための研究開発システムの構築





2 総合的かつ 1 研究者等の 1 研究者及び研究支援者の養成・確保
計画的な 養成・確保と 2 研究開発システム 1 任期付任用制度
施策の展開 研究開発システムの の整備 2 外部の人材の活用





3 各種評価の実施 1 研究開発課題の評価
2 研究開発機関の評価
3 研究者の評価
2 研究開発基盤の 1 研究開発施設・ 1 国立大学等の施設の整備















8 科学技術に関する 1 学校教育における理科教育・技術教育の充実
学習の振興及び理解の 2 科学技術に親しむ多様な機会の提供
増進と関心の喚起 3 科学技術に関する理解の増進と関心の喚起
注: (アイウ、イロハ、a,b,c 等のポイントシステムは整理のため全て 1,2,3 に変換している。)
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(2) 第 2期科学技術基本計画の全体構成と人材育成関連施策
表 3–2: 第 2期科学技術基本計画の全体構成における人材育成関連記述箇所 (1/2)
1 基本理念 1 科学技術を巡る諸情勢 1 20世紀を振り返って
2 21世紀の展望 
2 我が国が目指すべき 1 知の創造と活用により世界に貢献できる国の実現に向けて -新しい知の創造-
国の姿と科学技術 2 国際競争力があり持続的発展ができる国の実現に向けて -知による活力の創出-
政策の理念 3 安心・安全で質の高い生活のできる国の実現に向けて -知による豊かな社会の創生
3 科学技術政策の総合性と戦略性
4 科学技術と社会の 1 科学技術と社会のコミュニケーション
新しい関係の構築 2 産業を通じた科学技術の成果の社会への還元
5 第1期科学技術基本計画の成果と課題
6 科学技術振興のための 1 基本方針
基本的考え方 2 政府の投資の拡充と効果的・効率的な資源配分





1 優れた成果を生み出す 1 競争的な研究開発環境の 1 競争的資金の拡充




4 評価システムの改革 1 評価における公正さと透明性の確保、評価結果の資
源配分への反映
2 評価に必要な資源の確保と評価体制の整備
5 制度の弾力的・効果的・ 1 研究開発の特性を踏まえた予算執行の柔軟性・効率
効率的運用 性の確保
2 勤務形態等の弾力化




2 産業技術力の強化と産 1 産学官連携の強化のための情報流通・人材交流の仕組みの改革
学官連携の仕組みの改 2 公的研究機関から産業へ 1 技術移転に向けた公的研究機関における取組の促進
革 の技術移転の環境整備 2 公的研究機関が保有する特許等の機関管理の促進




表 3–2: 第 2期科学技術基本計画の全体構成における人材育成関連記述箇所 (2/2)
2 重要政策 2 優れた成果 3 地域における科学技術振 1 地域における「知的クラスター」の形成
（つづき） の創出・活 のための環境整備 2 地域における科学技術施策の円滑な展開
用のための 4 優れた科学技術関係人 1 研究者・技術者の養成と 1 大学院
科学技術シ 材の養成とそのための 大学等の改革 2 大学学部・短期大学
ステム改革 科学技術に関する教育 3 高等専門学校・専修学校
の改革 4 高等学校
2 技術者の養成・確保
5 科学技術活動について 1 科学技術に関する学習の振興
の社会とのチャンネル 2 社会とのチャンネルの構築
の構築
6 科学技術に関する倫理 1 生命倫理等
と社会的責任 2 研究者・技術者の倫理
3 説明責任とリスク管理
7 科学技術振興のための 1 施設・設備の計画的・ 1 大学、国立試験研究機関等の施設の整備








3 科学技術活 1 主体的な国際協力活動の展開
動の国際化 2 国際的な情報発信力の強化
の推進 3 国内の研究環境の国際化





















































































































• A桁 ⇒ 第 1期、第 2期の別を表す。
• B桁 ⇒ 章を表す。0は「はじめに」を表す。
• C桁 ⇒ 節を表す。
• D～G ⇒ 同様に下位の項目を表す。
• HI桁 ⇒ 項目内の文番号を表す。























減少率はもっとも大きく 0.85である (図 4–1)。2010年の推計では、米国、欧州はともに
増加に転じるのに対し、日本ではさらに減少のスピードが増し 1975年比 0.74となる。













出典: Science & Engineering Indicators 2002 より作成






























































































































































































































業であり、2003年で 14,258機関、割合で 76.9%を占めている。1993年から 2003年に到
























































(1) 第 1期期間中 (平成 8年度～12年度)




• 若手の研究者の能力を涵養する場合: 原則 3年 (人事院の承認を得て 5 年)
• 特に優れた研究者を招聘する場合: 原則 5年 (人事院の承認を得て 7年、特
別の計画に基づくプロジェクトでは 10年)
(c) 「流動促進研究制度」(平成 9年度)
(2) 第 2期期間中 (平成 13年度～17年度)
(a) 産業技術力強化法 (国立大学の教官が企業役員を兼任することが可能となっ
た。)(平成 12年度)
(b) 人事院規則 14–17(国立大学教員等の研究成果活用企業の役員等との兼業) (平
成 12年度)
(c) 人事院規則 14–18(国立大学教員等の技術移転事業者の役員等との兼業) (平成
12年度)
(d) 「研究者の流動性向上に関する基本的指針 (意見)」総合科学技術会議 (平成 13
年度)
(e) 「若手任期付任用研究員支援プログラム」 文部科学省 (平成 13年度)
(f) 人事院規則 8-12改正 (任期延長の包括事後承認制、給与の弾力運用化) 人事院
(平成 14年度)















1998年10月 1999年10月 2000年10月 2001年8月 2002年10月
機関総数 計 604 622 649 669 686
国立 99 99 99 99 99
公立 61 66 72 74 75
私立 444 457 478 496 512
導入機関数 計 21 66 94 147 196
国立 14 27 44 55 65
公立 2 5 8 11 12
私立 5 34 42 81 119
機関導入率 全体 3.5% 10.6% 14.5% 22.0% 28.6%
国立 14.1% 27.3% 44.4% 55.6% 65.7%
公立 3.3% 7.6% 11.1% 14.9% 16.0%
私立 1.1% 7.4% 8.8% 16.3% 23.2%
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委員会







1998年10月 1999年10月 2000年10月 2001年8月 2002年10月
本務教員総数 計 144,310 147,579 150,563 152,572 155,050
国立 59,557 60,205 60,673 60,973 60,930
公立 9,420 10,026 10,513 10,769 10,860
私立 75,333 77,348 79,377 80,830 83,260
適用者数 計 99 579 1,312 2,884 5,248
国立 74 232 516 1,666 3,546
公立 8 60 81 169 131
私立 17 287 715 1,049 1,571
本務教員に 全体 0.07% 0.39% 0.87% 1.89% 3.38%
占める割合 国立 0.12% 0.39% 0.85% 2.73% 5.82%
公立 0.08% 0.60% 0.77% 1.57% 1.21%
私立 0.02% 0.37% 0.90% 1.30% 1.89%
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検討委員会





次いで高いのは講師で 2.9%である。これに対して助教授は 1.8%、教授は 1.7%であり、大
学においては任期制は若手から適用が進んでいることが分かる。
表 4–3: 大学教員の職名別任期制適用数 (2002年)
合計 教授 助教授 講師 助手
総数 合計 153,924 60,295 36,202 19,897 37,530
国立大学 60,651 20,964 17,111 5,297 17,279
公立大学 10,765 3,632 2,686 1,616 2,831
私立大学 82,508 35,699 16,405 12,984 17,420
適用者数 合計 5,248 1,039 641 585 2,960
国立大学 3,546 730 513 322 1,979
公立大学 131 35 39 24 33
私立大学 1,571 274 89 239 948
適用率 全体 3.4% 1.7% 1.8% 2.9% 7.9%
国立大学 5.8% 3.5% 3.0% 6.1% 11.5%
公立大学 1.2% 1.0% 1.5% 1.5% 1.2%
私立大学 1.9% 0.8% 0.5% 1.8% 5.4%




































1991年度から 2000年度までの 3年おきの大学における公募制の導入実績の推移を表 4–4
に示す。任期制とは異なり、国立大学においては公募制度自体は 1991年度にすでに普及
(87.6%)していたことがわかる。1991年当時は私立大学では 39.7%であったが、2000年に
は 52.1%にまで増加した。公立大学では 1991年の 69.2%から 2000年には 93.1%にまで増
加している。
表 4–4: 教員の採用における公募の状況
1991年度 1994年度 1997年度 2000年度
機関総数 計 514 552 586 649
国立 97 98 98 99
公立 39 48 57 72
私立 378 406 431 478
導入機関数 計 262 313 350 412
国立 85 93 93 96
公立 27 37 47 67
私立 150 183 210 249
導入率 計 51.0% 56.7% 59.7% 63.5%
国立 87.6% 94.9% 94.9% 97.0%
公立 69.2% 77.1% 82.5% 93.1%
私立 39.7% 45.1% 48.7% 52.1%
出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検






1991年度 1994年度 1997年度 2000年度




公募による採用数 計 2,072 2,435 3,272 4,224
国立 1,166 1,543 2,049 2,616
公立 173 210 234 415
私立 733 682 989 1,193




出典: 中央教育審議会 大学分科会 大学教員組織のあり方に関する検










自校出身者の割合 (以下「インブリーディング率」という)を 1998年と 2001年で比較する




1998年 2001年 1998年 2001年
全体 31.2% 26.9% 62.2% 59.1%
人文 15.7% 13.3% 62.9% 52.6%
社会 14.9% 12.1% 58.4% 41.9%
理学 16.6% 14.3% 51.2% 47.2%
工学 29.4% 25.3% 65.0% 62.2%
農学 38.5% 29.9% 83.5% 77.3%











































































比較して低い水準 (人文: 58.2%, 社会: 43.1%)になっていると思われる。
表 4–7: 大学院学生の分野別自校出身者の状況 (2002年度)
入学者数 自校出身 比率 入学者数 自校出身 比率
全体 73,636 51,947 70.5% 17,234 11,641 67.5%
人文 5,320 3,096 58.2% 1,587 1,256 79.1%
社会 9,726 4,188 43.1% 1,681 1,246 74.1%
理学 6,675 5,173 77.5% 1,630 1,268 77.8%
工学 30,352 26,571 87.5% 3,274 2,201 67.2%
農学 3,980 3,014 75.7% 1,112 732 65.8%








2000年度の調査結果によると、30歳未満では約 74% が 1機関のみであり、35歳～40
歳の間でも 1機関のみの比率は約 66%である。年齢別にみて最も大きな変化があらわれる
のが 60歳以上であり、ようやく 1機関のみの比率が 50%を下回る。この調査結果から、定
年間近になってから外部へ転出する研究者が多いことが推察できる。









































































































図 4–11: 大学教授職の生涯異動機関数の期待値 (回)



























見ると、大学においては約 3割で制度としては導入されているが (表 4–1)、教員に占める












































• リサーチ・アシスタント制度 (平成 8年度)
• 若手研究者研究推進制度 科学技術庁 (平成 11年度)
• 若手研究者支援型事業の創設 農林水産省 (平成 11年度)
33
• 産学連携支援・若手研究者支援型研究開発制度創設 郵政省 (平成 11年度)
• 産業技術研究助成制度 通商産業省 (平成 12年度)
• 「科学研究費補助金」の若手研究枠創設 (37歳以下)
• 「戦略的情報通信研究開発」研究主体育成型研究開発 (35歳以下)
• 特別研究員制度 (PD) 文部科学省 日本学術振興会
• 特別研究員制度 (DC) 文部科学省 日本学術振興会
• STAフェローシップ 文部科学省 科学技術振興事業団
• 特別流動研究員制度 文部科学省 科学技術振興事業団
• 基礎科学特別研究員制度 文部科学省 理化学研究所
• ジュニア・リサーチ・アソシエイト制度 文部科学省 理化学研究所
• 地球フロンティアポストドクター研究員 (平成 11年度～)、地球変動予測フロンティ
ア研究員 (～平成 10年度) 文部科学省 海洋科学技術センター
• 地球観測フロンティアポストドクター研究員 文部科学省 海洋科学技術センター
• 非常勤研究員制度 文部科学省
• 博士研究員流動化促進費 文部科学省 日本原子力研究所
• 重点研究支援協力員制度 文部科学省 科学技術振興事業団
• 宇宙開発特別研究員 文部科学省 宇宙開発事業団









1995年から 2003年までのポストドクター等 1万人支援計画による支援数 (予算
ベース)を図 4–12に示す。1999年に 1万人を突破し、2002年度の支援数は 11,127
人に達している。2003年度に若干の減少が見られるが、これは主に日本学術振興会
の博士課程の在学生を対象とした特別研究員 (以下「DC」という)が 3,106人から
3,000人に、文部科学省以外のポストドクター支援数が 1,313 人から 997人に減少
したことが主な要因である。























































































































所管省庁 支援対象 支援形態 事業名 事業主体 人数 比
文部科学省 博士課程修了者等 フェローシップ型 特別研究員（ＰＤ） 日本学術振興会 1,731 16.4%
（ポスドク） 特別研究員（ＳＰＤ） 日本学術振興会 24 0.2%
特殊法人雇用型 基礎科学特別研究員制度 理化学研究所 192 1.8%
博士研究員流動化促進費 日本原子力研究所 100 0.9%
特別研究員等 海洋科学技術センター 13 0.1%
宇宙開発特別研究員 宇宙開発事業団 45 0.4%
任期付研究員制度 核燃料サイクル開発機構 17 0.2%
プロジェクト雇用型 戦略的創造研究推進事業 科学技術振興事業団 615 5.8%
創造科学技術推進制度 科学技術振興事業団 72 0.7%
計算科学技術活用型 特定研究開発
推進事業 科学技術振興事業団 48 0.5%
地域結集型共同研究事業 科学技術振興事業団 120 1.1%
ＩＴＢＬ用公募型計算科学技術活
用事業 科学技術振興事業団 4 0.0%
未来開拓学術研究推進事業 日本学術振興会 225 2.1%
地球フロンティアポストドクター
研究員 宇宙開発事業団 5 0.0%
地球フロンティアポストドクター
研究員 海洋科学技術センター 35 0.3%
地球観測フロンティアポストドク
ター研究員 海洋科学技術センター 24 0.2%
国立大学等雇用型 非常勤研究員 国立大学等 581 5.5%
ベンチャー・ビジネス・ラボラト
リー非常勤研究員 国立大学 380 3.6%
博士課程学生 フェローシップ型 特別研究員（ＤＣ） 日本学術振興会 3,000 28.4%
特殊法人雇用型 ジュニア・リサーチ・アソシエイト制度 理化学研究所 139 1.3%
特別研究生 日本原子力研究所 60 0.6%
海外派遣（ポスドク） フェローシップ型 海外特別研究員 日本学術振興会 367 3.5%
外国人招聘（ポスドク） フェローシップ型 外国人特別研究員 日本学術振興会 1,775 16.8%
9,572 90.6%
厚生労働省 博士課程修了者等 プロジェクト雇用型 厚生労働科学研究推進事業（リサーチ・レジデント事業等） 公益法人 500 4.7%
500 4.7%









沖縄対応特別研究 農業技術研究機構 1 0.0%
216 2.0%
経済産業省 博士課程修了者等 フェローシップ型 産業技術フェローシップ 新エネルギー・産業技術総合開発機構 191 1.8%










出典: 文部科学省 科学技術・学術政策局 「平成 15年度予算における科学技術関係経費」より作成
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表 4–9に米国 NSFが実施するポスドク制度 (例)を示す。支援期間は 1年～3年、
支援金額も年間 $36,000 ～ $100,000と多様である。
表 4–9: NSFのポスドク制度 (例)















数理科学のためのポストドクターフェローシップ 30～35 48,000 2







科学技術研究 60～65 36,000 最長2
数学・物理学特別国際ポストドクター制度 最大20 100,000 最長2
出典: NSF, Education and Human Resources, Division of Graduate Education(DGE)


































21 3 22 0 21 3 21 9 16 0 15 0
381 36 0 361 341
27 5 24 3
19 2 18 5 18 8 18 2
13 3 13 0






























図 4–15: PD及び SPDの分野別の新規採用者数の推移
14 6 13 0
18 0 16 2 19 3 17 9
13 9 13 0
13 3 13 7








































































出典 : 日本「平成 15 年度予算における科学技術関係経費」科学技術・学術政
策局 資料より作成。博士課程学生を対象とした特別研究員制度 (DC)による支
援数 (3,199 人)、外国人の受け入れ (1,775人)、海外への派遣 (367人)は含ま
ない。
米国 NSF, Survey of Graduate Students and Postdoctorates in Science and


































































































教員 テニュアトラック ポスドク 民間企業 政府系 無職
（年）









表 4–10: 日本育英会の奨学金制度 (平成 15年度)





























年度 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
大学院計 153,423 164,350 171,547 178,901 191,125 205,311 216,322 223,512 230,844
　修士在籍者数 109,649 115,902 119,406 123,255 132,118 142,830 150,797 155,267 159,481
　博士在籍者数 43,774 48,448 52,141 55,646 59,007 62,481 65,525 68,245 71,363
貸与有資格数 125,061 133,361 139,092 144,692 153,599 164,908 173,262 176,789 180,117
貸与人数 42,936 45,471 49,641 51,714 63,809 72,494 75,082 81,596 83,665
貸与割合（対有資格者） 34.3% 34.1% 35.7% 35.7% 41.5% 44.0% 43.3% 46.2% 46.5%
















































表 4–13: 博士課程在学数に占める支援 2制度適用者数の割合
年度 1999 2000 2001 2002
大学院博士課程在籍数 A 59,007 62,481 65,525 68,245
日本学術振興会(DC) B 1,450 1,490 1,554 1,579
ジュニア・リサーチ・アソシエイト C 135 135 165 139
B+C 1,585 1,625 1,719 1,718
(B+C)/A 2.69% 2.60% 2.62% 2.52%
出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」(平成 11～14年度)、文部科学省 科学技術・学






































































生の 7～8人に 1人は TAに従事していることになる。また修士課程では約 36人に
1人が TAに従事している。
表 4–15: ティーチング・アシスタント制度およびリサーチ・アシスタント制度の適用実績
制度名 年度 2001 2002 2003
ティーチング・アシスタント（ＴＡ） 博士 8,401 8,454 9,281
修士 3,932 3,996 4,384
リサーチ・アシスタント（ＲＡ） 4,267 4,267 4,267




















補助的教育機会奨学金 特に経済的援助が必要な学部生へ支給。連邦ペル奨学生が優先される。 最高4,000 なし 110万人




中、利子を支払う。 2,525～8,500 あり 424万人
スタッフォード・ローン














米国国立科学財団 大学院リサーチフェローシップ 900 27,500 3 なし
米国航空宇宙局 大学院研究生フェローシップ（米国市民のみ） 90 18,000 最長3 なし
米国国防省 国防科学及び工学分野の大学院フェローシップ 約200 23,500～25,500 3 なし
国家的必要性分野の大学院生(GAANN) 943 22,000 3 なし
ジャコブ・ジャビッツフェローシップ 238 29,500 最長4年 なし
国立保健研究所 国立研究局奨学金（プレドクトラル研修生） 140 18,156 5 なし
マイノリティーのためのプレドクトラルフェローシップ 40 18,156 最長5年 なし
米国環境保護省 環境研究のためのフェローシップ 100 34,000 2 なし
環境研究のための小規模研究機関フェローシップ 25 34,000 2 なし











表 4–18: 米国の大学院学生の奨学金および貸与の受給状況 (2000年)
受給割合 年額 受給割合 年額 受給割合 年額
全体 82.2% $19,521 48.6% $8,930 53.7% $16,728
修士課程計 79.2% $16,431 46.7% $7,606 50.2% $14,791
　公的支援 78.5% $14,036 46.4% $6,579 44.4% $11,585
　民間支援 80.6% $19,758 48.2% $9,065 57.7% $17,903
博士課程計 88.0% $22,663 62.4% $13,372 29.3% $14,085
　公的支援 89.4% $19,047 62.1% $9,842 26.2% $10,628
　民間支援 87.3% $28,634 64.1% $18,691 34.4% $18,179
経済的支援全体 奨学金 貸与
出典: U.S. Department of Education, National Center for Education Statis-
tics, 1999–2000, National Postsecondary Student Aid Study より作成
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博士号取得者数の国際比較
図 4–19に 2001年の EU各国、米国および日本における 25～34歳人口 1,000人 当たり
の科学技術分野の博士号取得者数を示す。比較国中では、スウェーデンがもっとも多く人
口 1,000人あたり 1.37人である。日本は 0.27人で、スウェーデンとの比較では約 5分の
1、EU15か国との比較では約半分、米国との比較でも約 3分の 2である。
図 4–19: EU各国、米国および日本における人口 1,000人当たりの科学技術分野の博士号
取得者数 (2001年)































































































































(2) 国立大学教員や研究公務員の TLO役員兼業 (平成 12年度)
• TLOの役員への兼業について、国家公務員法に基づく人事院規則の整備によ
り一定の条件の下で承認する。









(3) 国立大学教員の経営・法務アドバイザー兼業 (平成 14年度)
国立大学教員が、営利企業の経営・法務に関する助言を行う場合の兼業が可能と
した。

























年度 1998 2000 2002 1998 2000 2002
教員 計 56.2% 43.4% 43.3% 70.8% 73.9% 65.7%
国立大学教員 37.0% 29.6% 27.4% 45.9% 51.8% 42.8%
公立大学教員 3.8% 3.4% 3.8% 5.3% 5.3% 3.5%
私立大学教員 14.9% 9.3% 10.4% 17.5% 14.4% 18.4%
その他教職 0.5% 1.2% 1.7% 2.0% 2.5% 1.0%
公的研究機関等 計 5.3% 6.0% 7.7% 9.1% 6.7% 10.6%
国公立研究所研究員 4.3% 3.2% 3.4% 5.3% 3.9% 4.0%
研究法人研究員 1.0% 2.8% 4.3% 3.8% 2.8% 6.5%
民間企業研究員 4.3% 2.8% 3.0% 2.5% 3.2% 4.8%
ポスドク 計 17.1% 25.1% 25.5% 5.1% 3.5% 2.5%
国内ポスドク 11.1% 13.4% 14.5% 1.0% 1.1% 1.3%
海外ポスドク 6.0% 11.8% 11.0% 4.1% 2.5% 1.3%
非常勤の研究職 10.6% 14.6% 7.6% 3.8% 2.8% 2.0%
その他 その他 5.3% 5.9% 7.8% 5.6% 4.2% 5.0%
不明 1.3% 2.2% 5.1% 3.0% 5.6% 9.3%









ローシップ」が 141人中 40人と最も高い。農林水産省の支援制度では 2制度合わせ
て、192人中 12人と、企業へのポスドク派遣は、まだ一部に留まっていると予想さ
れる。
表 4–20: ポストドクターの企業への派遣実績 (1998年)
総数 うち企業派遣
通商産業省 産業技術フェローシップ制度 1995 141 40
農林水産省 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 1996 180 1









































度で 34.1%、米国では 2002年で 27.7%と割合では日本が米国を上回っている。

























































教育 政府関連 非営利 民間 研究員 その他 海外 不明
（年）
米国




























































総数  792,699 121,326 15.3% 100.0%
企業等  461,962 16,185 3.5% 13.3%
　会社  460,953 16,016 3.5% 13.2%
　特殊法人・独立行政法人  1,009 169 16.7% 0.1%
非営利団体  14,035 2,734 19.5% 2.3%
公的機関  35,992 11,562 32.1% 9.5%
　国営  3,747 1,173 31.3% 1.0%
　公営  16,102 1,888 11.7% 1.6%
　特殊法人・独立行政法人  16,143 8,501 52.7% 7.0%
大学等  280,710 90,845 32.4% 74.9%
　国立  126,673 46,202 36.5% 38.1%
　公立  21,978 6,675 30.4% 5.5%




























































































研究員 教職 政府関連 民間企業 非営利団体 その他 海外 不明
（年）












































は 3.0%と低い。大学は民間へ 4.9%、公的研究機関等へ 10.4%であり、民間への転出は少
ない。



















































































• 重点研究支援協力員制度 文部科学省 科学技術振興事業団
















































2002 年には約 3.9万人である。大学では 1993年の約 3.4万人から 1996年は約 3.3
万人まで減少したが、その後増加に転じ、2002年は 3.6万人となった。企業等の支
援者数は約 22.8万人から約 15万人へと大きく減少している。



















































































































































「21世紀の大学像と今後の改革方策について — 競争的環境の中で 個性が輝く大












進のための東北大学宣言」を採択 (平成 14年 9月)。
4.7.4 達成状況
女性研究者の状況
セクター別の女性研究者数の推移を図 4–33に示す。女性研究者は 1993年では 51,239人
であったが、2003年では 85,095人であり、この 10年で 1.6倍に増加した。女性研究者が
もっとも多いセクターは大学等であり、全体の 62%を占めている。次いで企業等の 32%、
公的研究機関等の 6%である。この比率は 10年間でほとんど変化していない。



















女性比率が最も高いのは大学であり、1993年の約 11%から 2003年には約 17%まで増加し






















































































表 4–23: 米国の科学技術分野の雇用者における女性比率 (1999年)
セクター合計 民間 教育 政府
科学技術分野全体 23.6% 20.8% 36.6% 21.6%
　研究者 32.5% 30.2% 39.7% 29.9%
　　 計算機／数理科学 27.1% 25.8% 35.9% 28.7%
　　 生命科学 36.4% 36.4% 39.7% 28.0%
　　 物理学 23.0% 23.2% 22.9% 22.3%
　　社会科学  54.0% 59.8% 51.1% 44.2%
　技術者 9.5% 9.1% 11.8% 10.7%
出典: NSF, Scientists and Engineers Statistical Data System(SESTAT),1999
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図 4–36は欧州各国及び日本における研究者の女性比率を比較したものである。イタリ
ア、フランスが約 28%、スイス 21% 、ドイツ約 16%に対し、日本は比較国中最下位の
10.2%である。
図 4–36: 欧州各国及び日本の研究者の女性比率 (2001年)








































































































図 4–39: 自然科学系の学位取得者に占める女性比率 (2001年)

































































出典: European Commission, Key Figures 2003–2004 より引用
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4.7.5 まとめ
女性研究者の数は 1993年から 2003年の間にほぼ 1.6倍になっている (図 4–33)。この増
加割合は研究者全体のそれ (図 4–2)よりも大きく、この 10年で研究者の社会にも着実に
女性が進出していることがわかる。
しかしながら、女性比率は研究者では約 11%(図 4–35)、自然科学系では 約 9%(図 4–34)
に過ぎない。これは米国の科学技術系の雇用者の女性比率 23.6%(図 4–23)に比較すると
かなり低い水準である。他の職業と比較しても科学研究者の女性比率は 約 14%、技術者









































































日本への国別留学生数 (学部)の推移を表 4–24に、国別留学生数 (大学院)の推移を表 4–





表 4–24: 日本への国別留学生数 (学部)の推移




留学生（学部）計 30,643 32,567 32,432 33,877 44,509 53,845 62,212 100.0% 2.03
1 中国 13,754 14,939 14,220 15,489 25,123 33,795 41,064 66.0% 2.99
2 韓国・朝鮮 11,282 12,127 12,528 12,435 12,773 12,977 13,440 21.6% 1.19
3 マレーシア 1,466 1,574 1,524 1,375 1,132 1,120 1,238 2.0% 0.84
4 アメリカ 970 846 785 832 923 932 979 1.6% 1.01
5 ベトナム 75 90 147 229 426 537 574 0.9% 7.65
6 タイ 322 297 318 355 394 446 457 0.7% 1.42
7 インドネシア 432 322 285 257 355 406 444 0.7% 1.03
8 イギリス 140 203 204 246 264 288 280 0.5% 2.00
9 オーストラリア 166 181 276 270 220 271 266 0.4% 1.60
10 モンゴル 25 34 61 112 165 201 264 0.4% 10.56
11 ドイツ 128 157 110 130 167 171 194 0.3% 1.52
12 スリランカ 65 74 82 85 122 166 174 0.3% 2.68
13 ブラジル 167 136 156 161 149 156 171 0.3% 1.02
14 カナダ 94 106 114 114 158 144 163 0.3% 1.73




表 4–25: 日本への国別留学生数 (大学院)の推移




留学生（大学院）計 16,498 18,712 20,051 22,431 25,240 28,908 100.0% 1.75
1 中国 8,358 9,598 10,227 11,388 12,860 15,433 53.4% 1.85
2 韓国・朝鮮 3,807 4,196 4,163 4,409 4,785 4,676 16.2% 1.23
3 タイ 456 480 519 632 826 948 3.3% 2.08
4 インドネシア 652 636 681 842 872 892 3.1% 1.37
5 バングラディッシュ 400 508 593 649 649 692 2.4% 1.73
6 ベトナム 65 104 160 234 369 587 2.0% 9.03
7 マレーシア 166 218 228 290 320 401 1.4% 2.42
8 フィリピン 234 233 254 285 278 334 1.2% 1.43
9 モンゴル 17 40 74 109 170 253 0.9% 14.88
10 ブラジル 221 205 189 189 211 241 0.8% 1.09
13 アメリカ 254 259 259 236 221 227 0.8% 0.89
イギリス 37 43 53 66 76 93 0.3% 2.51
ドイツ 82 82 85 112 95 121 0.4% 1.48
フランス 63 68 72 107 111 117 0.4% 1.86











年度 1993 1995 1997 1999 2001 2003
留学生数 合計（人） 47,141 51,279 52,483 56,308 69,749 91,120
学部 全分野 30,643 32,567 32,432 33,877 44,509 62,212
　科学技術系 7,270 7,040 6,693 6,355 6,993 8,609
　　理学 459 418 479 377 440 630
　　工学 4,275 4,304 4,092 3,961 4,551 6,014
　　農学 602 571 499 529 598 683
　　保健（医・歯学) 1,419 1,351 1,264 1,090 1,041 923
　　保健（医・歯学を除く) 515 396 359 398 363 359
　その他 23,373 25,527 25,739 27,522 37,516 53,603
大学院 全分野 16,498 18,712 20,051 22,431 25,240 28,908
　科学技術系 9,080 10,292 10,803 11,192 11,902 12,737
　　理学 864 978 1,092 1,006 1,075 1,031
　　工学 4,813 5,529 5,662 5,874 6,354 6,923
　　農学 1,611 1,740 1,813 1,919 1,945 2,161
　　保健（医・歯学) 1,388 1,738 1,945 2,043 2,159 2,114
　　保健（医・歯学を除く) 404 307 291 350 369 508
　その他 7,418 8,420 9,248 11,239 13,338 16,171
留学生 学部 全分野 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
分野別構成比 　科学技術系 23.7% 21.6% 20.6% 18.8% 15.7% 13.8%
　　理学 1.5% 1.3% 1.5% 1.1% 1.0% 1.0%
　　工学 14.0% 13.2% 12.6% 11.7% 10.2% 9.7%
　　農学 2.0% 1.8% 1.5% 1.6% 1.3% 1.1%
　　保健（医・歯学) 4.6% 4.1% 3.9% 3.2% 2.3% 1.5%
　　保健（医・歯学を除く) 1.7% 1.2% 1.1% 1.2% 0.8% 0.6%
　その他 76.3% 78.4% 79.4% 81.2% 84.3% 86.2%
大学院 全分野 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
　科学技術系 55.0% 55.0% 53.9% 49.9% 47.2% 44.1%
　　理学 5.2% 5.2% 5.4% 4.5% 4.3% 3.6%
　　工学 29.2% 29.5% 28.2% 26.2% 25.2% 23.9%
　　農学 9.8% 9.3% 9.0% 8.6% 7.7% 7.5%
　　保健（医・歯学) 8.4% 9.3% 9.7% 9.1% 8.6% 7.3%
　　保健（医・歯学を除く) 2.4% 1.6% 1.5% 1.6% 1.5% 1.8%
　その他 45.0% 45.0% 46.1% 50.1% 52.8% 55.9%
学生総数に占める 学部 全分野 1.4% 1.4% 1.4% 1.4% 1.8% 2.5%
留学生の割合 　科学技術系 0.7% 1.0% 0.9% 0.8% 0.9% 1.1%
　　理学 0.6% 0.5% 0.6% 0.4% 0.5% 0.7%
　　工学 0.6% 0.9% 0.9% 0.8% 1.0% 1.3%
　　農学 0.8% 0.8% 0.7% 0.7% 0.9% 1.0%
　　保健（医・歯学) 2.1% 2.1% 2.0% 1.7% 1.6% 1.4%
　　保健（医・歯学を除く) 1.0% 0.7% 0.6% 0.5% 0.4% 0.4%
　その他 1.9% 1.6% 1.6% 1.6% 2.2% 3.1%
大学院 全分野 13.5% 12.2% 11.7% 11.7% 11.7% 12.5%
　科学技術系 10.7% 10.0% 9.6% 12.3% 8.9% 9.0%
　　理学 6.7% 6.0% 6.1% 5.3% 5.6% 5.1%
　　工学 10.4% 9.7% 9.1% 16.2% 8.7% 9.1%
　　農学 19.1% 17.4% 17.1% 16.9% 15.8% 17.1%
　　保健（医・歯学) 11.0% 12.0% 12.1% 11.4% 11.2% 10.0%
　　保健（医・歯学を除く) 9.2% 6.1% 4.9% 5.0% 4.0% 4.4%
　その他 19.7% 16.7% 15.7% 11.3% 16.0% 18.1%
出典: 文部科学省「学校基本調査報告書」より作成
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年 1987 1993 1994 1995 1996 1997 1998
学部 学生全体（人） 1,003,532 1,179,278 1,183,141 1,174,436 1,179,815 1,186,589 1,199,579
留学生 28,592 32,371 34,227 37,012 37,787 38,774 38,887
全分野 2.8% 2.7% 2.9% 3.2% 3.2% 3.3% 3.2%
　科学技術以外 2.3% 2.3% 2.6% 2.9% 3.0% 3.1% 3.1%
　科学技術 4.0% 3.6% 3.5% 3.7% 3.7% 3.6% 3.6%
　自然科学 2.6% 3.0% 2.5% 2.5% 2.4% 2.3% 2.3%
　数学および計算機科学 5.7% 7.0% 7.3% 7.5% 7.3% 6.7% 6.6%
　社会科学 1.9% 2.0% 2.1% 2.3% 2.4% 2.5% 2.5%
　工学 7.9% 7.2% 7.2% 7.6% 7.6% 7.7% 7.6%
　工業技術 4.8% 2.6% 3.0% 3.3% 3.6% 3.8% 4.0%
修士 学生全体 290,532 370,973 389,008 399,428 408,932 420,954 431,871
留学生 28,264 44,109 46,506 48,756 48,250 49,477 52,205
全分野 9.7% 11.9% 12.0% 12.2% 11.8% 11.8% 12.1%
　科学技術以外 6.8% 8.3% 8.5% 8.8% 8.6% 8.8% 8.9%
　科学技術 19.5% 24.7% 24.3% 24.1% 23.2% 23.2% 24.6%
　自然科学 15.8% 23.4% 23.8% 22.3% 21.0% 20.1% 19.3%
　数学および計算機科学 24.6% 34.5% 34.5% 34.7% 34.7% 35.5% 38.6%
　社会科学 11.5% 11.4% 10.9% 10.8% 10.6% 10.7% 11.4%
　工学 26.2% 33.0% 32.6% 33.9% 32.4% 33.4% 35.1%
　工業技術 14.4% 17.9% 18.8% 19.6% 18.0% 18.5% 15.8%
博士 学生全体 32,370 39,801 41,034 41,743 42,414 42,555 42,683
留学生 5,612 9,932 9,406 8,810 9,614 9,178 9,498
全分野 17.3% 25.0% 22.9% 21.1% 22.7% 21.6% 22.3%
　科学技術以外 9.2% 12.7% 12.7% 11.9% 11.9% 11.0% 11.2%
　科学技術 22.5% 31.9% 28.7% 26.4% 28.7% 27.5% 28.5%
　自然科学 19.7% 30.3% 25.4% 22.7% 26.6% 26.5% 27.9%
　数学および計算機科学 37.4% 42.7% 39.1% 34.2% 40.0% 37.9% 36.9%
　社会科学 12.4% 17.7% 17.3% 16.7% 16.6% 15.0% 15.5%
　工学 41.3% 48.9% 45.6% 42.0% 43.1% 41.7% 43.6%








博士号取得数（人） 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999年 1999年/1990年
1999年構
成比
合計 10,434 10,940 11,761 12,023 13,067 13,046 13,267 11,270 11,480 10,925 1.05 100.0%
東／南アジア 6,688 6,181 6,852 7,063 7,833 7,922 8,107 6,806 6,688 6,081 0.91 55.7%
　中国 2,615 1,939 2,265 2,430 2,788 2,992 3,221 2,480 2,615 2,400 0.92 22.0%
　台湾 1,137 1,321 1,431 1,456 1,576 1,485 1,404 1,251 1,137 981 0.86 9.0%
　日本 208 164 172 182 235 233 245 218 208 238 1.14 2.2%
　韓国 1,042 1,396 1,474 1,409 1,475 1,306 1,260 1,110 1,042 1,017 0.98 9.3%
　インド 1,285 924 1,072 1,139 1,289 1,425 1,500 1,427 1,285 1,077 0.84 9.9%
　その他 401 437 438 447 470 481 477 320 401 368 0.92 3.4%
西アジア 818 1,101 1,237 1,188 1,200 1,171 1,067 854 818 883 1.08 8.1%
大平洋／オーストラリア 269 338 318 330 317 303 318 275 269 237 0.88 2.2%
アフリカ 463 698 717 678 784 622 629 458 463 472 1.02 4.3%
欧州 1,097 1,329 1,335 1,485 1,565 1,702 1,720 1,673 1,906 1,913 1.74 17.5%
北／南アメリカ 1,099 1,293 1,302 1,279 1,368 1,326 1,426 1,204 1,336 1,339 1.22 12.3%
科学技術系の割合 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999年
全体 72.3% 79.8% 79.3% 79.9% 80.0% 79.9% 80.6% 81.0% 80.5% 78.2%
東／南アジア 64.4% 84.5% 83.4% 84.0% 83.4% 84.4% 84.9% 84.7% 83.9% 81.5%
　中国 44.6% 93.3% 91.3% 92.2% 91.1% 92.3% 92.2% 92.3% 92.4% 91.1%
　台湾 89.0% 85.0% 86.7% 83.3% 82.3% 83.5% 82.1% 81.9% 78.4% 74.6%
　日本 70.7% 76.2% 76.7% 72.5% 77.4% 66.5% 67.3% 68.3% 73.1% 65.5%
　韓国 93.2% 79.3% 76.2% 79.3% 77.5% 76.6% 77.5% 75.9% 75.4% 72.6%
　インド 55.2% 81.4% 80.2% 81.8% 82.6% 84.6% 85.1% 84.9% 84.2% 82.5%
　その他 74.8% 70.5% 67.1% 67.1% 64.9% 67.4% 70.9% 77.2% 70.3% 69.6%
西アジア 114.7% 82.7% 82.4% 81.3% 83.7% 82.5% 82.8% 82.2% 81.5% 79.4%
大平洋／オーストラリア 64.3% 63.0% 69.2% 68.8% 72.6% 76.2% 74.2% 71.3% 71.7% 65.8%
アフリカ 115.8% 71.6% 70.7% 69.3% 74.1% 67.8% 70.9% 73.4% 73.2% 69.3%
欧州 73.1% 73.1% 71.2% 74.3% 73.4% 73.6% 73.5% 76.2% 77.5% 76.0%
北／南アメリカ 71.5% 70.3% 69.8% 70.4% 69.8% 65.0% 69.4% 71.0% 71.9% 71.2%





ける海外人材の割合が高く、学術研究分野では 37.3% 、産業分野では半数以上の 52.4%が
海外人材である。















日本における外国人研究者 (在留資格が「研究」及び「教授」のもの) の数は 1994
年から 2002年の 8年間でほぼ倍増し約 10,000人となった。仮にこれらの海外人材
がすべて博士号を取得しているとすると、博士号取得研究者数 (12.1万人, 2002年,









米国における外国人の博士課程修了者数は 1987年では 約 5,600人であった
が、1994 年には 約 9,400 人と約 1.7倍となった。その後も微増傾向にあり、
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1998年は約 9,500人となっている。1998年の博士課程修了者全体に占める外









学技術系を専攻する割合は留学生全体の 44.1%(2003年, 表 4–26)であり、これ






































会 共同 (平成 9年度)























年3月 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
合計（人） 6,765 7,366 8,019 8,968 9,860 10,974 12,192 12,375 13,179 13,642 14,512
理学 770 863 956 1,016 1,145 1,301 1,406 1,456 1,510 1,607 1,500
工学 1,354 1,550 1,783 2,127 2,434 2,767 2,990 2,903 3,048 3,073 3,212
農学 452 548 601 676 780 865 882 990 953 1,042 1,093
保健 2,757 2,858 2,956 3,153 3,370 3,559 3,876 3,977 4,173 4,310 4,561
その他 1,432 1,547 1,723 1,996 2,131 2,482 3,038 3,049 3,495 3,610 4,146
理学＋工学 数 2,124 2,413 2,739 3,143 3,579 4,068 4,396 4,359 4,558 4,680 4,712
理学＋工学 割合 31.4% 32.8% 34.2% 35.0% 36.3% 37.1% 36.1% 35.2% 34.6% 34.3% 32.5%
修士課程卒業者
年3月 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
合計（人） 32,847 36,581 41,681 47,747 50,430 53,153 52,850 56,038 60,635 65,275 67,412
理学 3,327 3,632 4,264 4,887 5,267 5,503 5,251 5,351 5,633 5,741 5,722
工学 16,234 17,978 20,197 22,622 23,337 24,421 24,242 24,762 26,957 28,538 28,498
農学 2,252 2,479 2,819 2,985 3,056 3,175 3,016 3,168 3,362 3,515 3,471
保健 1,436 1,709 1,815 1,959 2,033 2,285 2,321 2,544 2,815 3,116 3,733
その他 9,598 10,783 12,586 15,294 16,737 17,769 18,020 20,213 21,868 24,365 25,988
理学＋工学 数 19,561 21,610 24,461 27,509 28,604 29,924 29,493 30,113 32,590 34,279 34,220




















プログラムの認定は 2001年度より開始し、2001年度 3件、2002年度は 37件までに増
加している (表 4–31、表 4–32)。







表 4–32: JABEEによる認定プログラム (平成 14年度)





















































































































































2001年12月 2002年4月 2002年10月 2003年4月 2003年11月
一級建築士
技術士


















































































年度 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003
学長 国立 98 98 98 98 98 99 99 99 99 99 97
公立 46 48 52 53 56 61 66 72 74 75 76
私立 379 393 401 414 419 435 446 486 490 500 514
副学長 国立 49 48 52 52 60 68 78 131 171 180 183
公立 1 1 3 5 5 7 9 15 18 20 24

































• 北海道大学 創成科学研究機構「リサーチ & ビジネスパーク構想」
• 東北大学 大学院医学研究科
21世紀COEプログラム
21世紀COEプログラムは「大学の構造改革の方針」(平成 13年)に基づき、平成 14 年
度から実施された、世界的研究教育拠点を育成するための重点的支援であり、すべて公募
によって採択の可否が決定される。
図 4–35に平成 14年度および平成 15年度採択課題を示す。
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国立大学 申請件数 66 54 49 39 75 283
採択件数 21 18 15 13 17 84
公立大学 申請件数 11 5 6 8 8 38
採択件数 1 0 0 1 2 4
私立大学 申請件数 35 23 23 32 30 143
採択件数 6 3 5 6 5 25
合計 申請件数 112 82 78 79 113 464









国立大学 申請件数 86 56 62 38 95 337
採択件数 24 21 16 17 19 97
公立大学 申請件数 14 6 8 12 15 55
採択件数 2 1 1 1 0 5
私立大学 申請件数 38 24 36 55 66 219
採択件数 9 2 6 8 6 31
合計 申請件数 138 86 106 105 176 611





















































































































































































表 5–1: 詳細調査領域とサブ仮説対応関係 (1/2)
仮説大項目 中分類 No. サブ仮説
1. 研究人材の流動性向上 1.1 全般 1 研究者の流動性向上、多様なキャリアパスの実現、若手研究者の養成と自立、研究支援・事務支援の充実を目的とした基本計画の施策は着実に実行されている。
1.2 人材の確保 基本計画の施策実施によって、研究人材確保の方法が大きく変化している。
1.3 公募制 13 研究室長による斡旋、口添え等による情実選考が残っており、これが広範な流動を阻害している。
9 制度導入は進んでいるものの、採用数全体に占める適用数はまだわずかである。
基本計画によって、公募制の利点が認知され広く実施されている。















2. 研究人材の多様な 2.1 キャリアパス 14 基本計画には研究者の多様なキャリアパス形成の実現のための視点が欠けていた。






































4.2 評価と処遇 10 人材の採用、処遇に際し、客観性のある評価が不可欠である。
38 明確な目標の設定と、公平かつ透明性のある評価の実施には組織の長の強力な指導力が必要である。
39 研究者の公平性・透明性のある評価の実施および評価の処遇への反映が不十分であり、評価がインセンティブとして作用していない。










































































大学 国立 61 61 166 91 49 203 570 23.4%
公立 27 27 43 70 2.9%
私立 147 147 218 365 15.0%
大学共同利用機関 13 13 82 95 3.9%
小計 248 248 509 91 49 203 1,100 45.1%
公的研究機関等 直轄研究所 16 16 161 177 7.3%
独立行政法人 32 32 299 331 13.6%
認可法人 1 1 10 11 0.5%
特殊法人 3 3 22 25 1.0%
小計 52 52 492 0 0 544 22.3%
大学・国研等計 300 300 1,001 91 49 203 1,644 67.4%
民間企業 795 795 795 32.6%
計 1,095 300 1,796 91 49 203 2,439 100.0%
構成比 12.3% 87.7% 100.0%































発送: 平成 16年 2月 9日 、締切日 平成 16年 2月 27日
• 民間企業






送付数 回収数 回収率 送付数 回収数 回収率 送付数 回収数 回収率
大学＋公的研究機関等 1,644 630 38.3% 300 130 43.3% 1344 500 37. 2%
大学 1,100 441 40.1% 248 110 44.4% 852 331 38. 8%






























回答者の年齢は 51才から 60才が最も多く、全体の 51.4%を占める。回答者の専門分野

























回答者の研究歴は 31～35年が最も多く 24.8%を占める。回答者の 3分の 2は 26年以上































































































































































大学 5.4% 40.9% 39.5% 10.6% 2.7% 0.9%










大学 5.0% 17.4% 55.8% 15.8% 4.7% 1.4%












大学 52.1% 65.2% 26.2% 41.8% 30.2% 0.0%















大学 40.9% 24.4% 9.9% 47.0% 13.5% 0.0%










大学 39.1% 29.8% 30.2% 18.3% 19.2% 0.0%





































大学 5.6% 45.1% 26.6% 16.5% 5.0% 1.1%










大学 1.1% 14.9% 57.1% 19.0% 6.8% 1.1%










大学 3.8% 36.3% 44.2% 7.7% 2.9% 5.0%










大学 16.5% 41.1% 36.1% 4.5% 1.1% 0.7%










大学 3.2% 26.0% 33.0% 28.9% 7.0% 2.0%










大学 2.9% 31.2% 41.5% 19.4% 2.7% 2.3%










大学 19.2% 49.9% 22.3% 6.3% 0.9% 1.4%
































大学 19.2% 49.9% 22.3% 6.3% 0.9% 1.4%










大学 3.2% 20.1% 31.2% 9.3% 6.8% 29.6%










大学 1.8% 8.1% 35.9% 14.7% 9.5% 30.0%










大学 15.6% 49.9% 26.4% 3.2% 1.4% 3.6%
公的研究機関等 10.0% 53.3% 25.0% 3.3% 5.0% 3.3%
問 1-15
非常に増やしたい 増やしたい 現状程度としたい 減らしたい 非常に減らしたい 無回答
大学 3.8% 59.6% 18.7% 1.1% 0.0% 16.7%






今後の任期付き任用の適用者数を(    )。
122
任期付任用制の導入状況については、大学では回答者が責任者を努める組織の 54.6%が、








1割 3割 5割 7割 9割 無回答
大学 4.5% 20.8% 26.6% 8.6% 26.0% 13.5%
公的研究機関等 16.1% 22.2% 27.2% 11.7% 13.3% 9.4%
問 1-17
1割 3割 5割 7割 9割 無回答
大学 23.0% 11.7% 7.2% 6.3% 10.2% 41.5%
公的研究機関等 18.9% 7.8% 7.2% 12.2% 28.9% 25.0%
問 1-20
はい いいえ 無回答
大学 54.6% 42.4% 2.9%












大学 31.4% 38.4% 36.0% 16.5% 5.8% 7.4%










大学 12.8% 2.7% 15.4% 19.1% 50.0%
公的研究機関等 3.1% 21.9% 9.4% 15.6% 50.0%
(「はい」とお答えの方)任期付き任用制度を導入した目的は何ですか。
(「いいえ」とお答えの方)任期付き任用制度を導入しない、あるいはできない理由は何ですか。
若手研究者の(      )程度には任期付き任用制度を適用すべきである。























大学 32.7% 54.4% 10.8% 0.2% 0.0% 1.8%










大学 21.4% 52.8% 23.5% 0.2% 0.2% 1.8%













大学 61.6% 14.0% 39.1% 37.9% 3.8% 0.0%













大学 17.6% 25.5% 41.1% 53.5% 5.4% 0.0%






































まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学 29.8% 33.2% 28.2% 6.5% 1.6% 0.7%
公的研究機関等 7.8% 25.0% 47.8% 13.9% 4.4% 1.1%
問 2-2
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学 61.6% 35.0% 2.7% 0.2% 0.0% 0.5%
公的研究機関等 18.9% 52.8% 21.7% 3.9% 1.7% 1.1%
問 2-3
1年 3年 5年 7年 8年以上 無回答
大学 3.6% 65.9% 28.0% 0.5% 0.9% 1.1%
公的研究機関等 3.3% 56.1% 31.1% 5.0% 0.6% 3.9%
問 2-10
はい いいえ 無回答
大学 76.1% 22.1% 1.8%











大学 75.7% 43.0% 32.0% 26.1% 9.5% 1.8%













大学 1.0% 17.3% 15.3% 21.4% 11.2% 33.7%








大学 2.9% 53.5% 65.2% 29.8% 3.2% 0.0%








大学 32.3% 24.2% 39.7% 15.1% 0.0%
公的研究機関等 29.4% 15.6% 31.1% 18.9% 0.0%
問 2-14
大幅に増えるのがよ
い 増えるのがよい 現状程度でよい 減るのがよい 大幅に減るのがよい 無回答
大学 11.1% 44.5% 30.5% 8.6% 2.3% 3.2%













































大学 22.3% 42.2% 32.1% 2.3% 0.5% 0.7%










大学 0.7% 11.3% 62.3% 20.8% 3.8% 1.1%










大学 14.9% 54.4% 23.7% 6.1% 0.5% 0.5%










大学 7.7% 24.6% 55.1% 9.9% 2.3% 0.5%
公的研究機関等 10.6% 40.0% 42.2% 6.1% 0.6% 0.6%
問 2-15
ある ない 無回答
大学 74.7% 19.2% 6.1%




































大学 6.5% 3.2% 12.4% 14.0% 65.9% 0.0%








大学 6.8% 4.1% 7.7% 13.5% 70.0% 0.0%





ネータ 研究支援職 転換の事例はない 無回答
大学 16.0% 22.6% 7.9% 10.4% 49.9% 0.0%
公的研究機関等 58.3% 17.8% 12.8% 31.1% 15.6% 0.0%
問 3-4
思う 思わない 無回答
大学 79.0% 14.2% 6.8%
公的研究機関等 83.3% 11.7% 5.0%
問 3-5
ある ない 無回答
大学 64.1% 27.1% 8.8%
公的研究機関等 73.3% 15.0% 11.7%
問 3-6
ある ない 無回答
大学 67.5% 17.6% 14.9%
公的研究機関等 77.8% 8.9% 13.3%
問 3-7
ある ない 無回答
大学 71.1% 14.4% 14.4%
公的研究機関等 70.0% 13.9% 16.1%
問 3-8
ある ない 無回答
大学 73.8% 15.1% 11.1%



















































大学 28.2% 52.4% 15.8% 1.1% 1.1% 1.4%










大学 4.5% 33.6% 35.0% 17.6% 7.7% 1.6%










大学 3.8% 19.4% 26.6% 33.2% 14.9% 2.0%










大学 6.3% 23.9% 47.2% 14.4% 6.8% 1.4%










大学 41.5% 50.6% 15.8% 2.3% 3.2% 0.0%










大学 36.3% 50.6% 18.5% 2.0% 1.8% 0.0%






























大学 11.1% 86.5% 2.5%
公的研究機関等 46.1% 50.6% 3.3%
問 4-6
はい いいえ 無回答
大学 51.5% 45.8% 2.7%










大学 41.5% 50.6% 15.8% 2.3% 3.2% 0.0%










大学 36.3% 50.6% 18.5% 2.0% 1.8% 0.0%





































大学 22.1% 54.6% 19.2% 1.1% 0.7% 2.3%










大学 30.9% 49.7% 14.7% 2.5% 0.2% 2.0%










大学 38.1% 45.1% 11.1% 2.7% 0.5% 2.5%
公的研究機関等 30.0% 39.4% 19.4% 5.6% 2.8% 2.8%
問 4-12
発表論文の数 論文の引用度数 特許出願数 外部資金獲得額 定量指標は用いていない 無回答
大学 72.2% 27.1% 17.4% 30.7% 19.4% 0.0%
公的研究機関等 62.2% 10.0% 32.8% 21.7% 23.3% 0.0%
問 4-13
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金
反映されていな
い 無回答
大学 8.6% 17.4% 10.8% 21.4% 55.3% 0.0%
公的研究機関等 18.3% 30.6% 9.4% 25.0% 29.4% 0.0%
問 4-14
給与 賞与等一時金 機材、スペース等の研究環境 研究資金
反映されていな
い 無回答
大学 1.6% 4.7% 15.3% 19.6% 61.9% 0.0%
































0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答
大学 16.7% 29.8% 29.3% 16.5% 0.9% 6.8%
公的研究機関等 8.9% 40.0% 25.6% 19.4% 2.2% 3.9%
問 5-2
0.2人未満 0.2人以上1.0人未満 1人 2人以上5人未満 5人以上 無回答
大学 56.9% 27.8% 5.9% 3.6% 0.5% 5.4%
公的研究機関等 33.3% 43.9% 9.4% 7.8% 1.7% 3.9%
問 5-3
非常に増加した 増加した かわらない 減少した 非常に減少した 無回答
大学 0.2% 15.1% 53.5% 23.0% 3.6% 4.5%
公的研究機関等 2.2% 27.8% 46.1% 16.7% 0.6% 6.7%
問 5-4
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学 1.1% 9.5% 49.2% 24.2% 13.8% 2.3%
公的研究機関等 2.8% 9.4% 47.8% 27.2% 9.4% 3.3%
問 5-5
まったくそのとおり ほぼそのとおり どちらともいえない ほとんどそうでない まったくそうでない 無回答
大学 0.5% 13.3% 31.4% 27.8% 23.9% 3.2%
公的研究機関等 0.6% 5.0% 27.8% 40.6% 23.3% 2.8%
研究支援業務は研究支援者を雇わなくても学生、ポスドクなどの若手研究者が行なえばよい。
私が責任者を務める組織・部局では、必要とする研究支援者数は、研究者一人当り約(      )人である。
私が責任者を務める組織・部局では、確保している研究支援者数は、研究者一人当り約(      )人である。
























大学 0.5% 10.8% 57.1% 28.0% 3.6%
公的研究機関等 3.9% 30.6% 49.4% 12.8% 3.3%
問 5-7
非常に充実した 充実した ほとんど変わらない 不足した 非常に不足した 無回答
大学 0.0% 7.4% 53.3% 30.9% 5.2% 3.2%










大学 1.1% 9.0% 42.7% 30.2% 14.7% 2.3%










大学 0.2% 17.2% 34.3% 34.3% 10.8% 3.2%










大学 13.3% 37.2% 33.0% 12.0% 1.8% 2.7%










大学 28.9% 49.2% 16.0% 2.9% 0.5% 2.5%










大学 0.0% 30.9% 43.1% 16.9% 6.3% 2.7%
公的研究機関等 1.7% 43.3% 38.9% 12.8% 1.1% 2.2%
問 5-13
はい いいえ 無回答
大学 81.5% 13.3% 5.2%
公的研究機関等 63.9% 30.0% 6.1%
私が責任者を務める組織・部局では、事務支援者※4 数は、(      )。










































































委員 伊澤 達夫 NTTエレクトロニクス株式会社 代表取締役社長
岩永雅也 放送大学 教養学部 教授
◎ 榊 裕之 東京大学 生産技術研究所 教授
塚原 修一 国立教育政策研究所 高等教育研究部 総括研究官
山村 研一 熊本大学 発生医学研究センター 教授
吉野 諒三 統計数理研究所 領域統計研究系 助教授
注) ◎は委員長を表す。なお岩永委員、吉野委員は第 3回委員会より参加。
A.2 審議課程
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